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環境調和型蓄熱式バーナの実用化と将来展望 

Eco-friendly Regenerative Burner Heating System  
Technology Application and Its Future View 
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地球温暖化（CO2）問題と新たな環境問題への具体的な対策が求められている中で，省エネルギーと低 NOx
を達成できる革新的技術として環境調和型（セラミックハニカム式）蓄熱式バーナが注目されている。当

社は日本ファーネス工業㈱と共同で開発に取り組み，すでに当社だけでも 11 基の工業炉に適用し，平均

30%以上の省エネ，50%以上の低 NOx 効果など目標以上の効果を上げている。今後は国内外にて地球規模

での温暖化，酸性雨（低 NOx）対策の切り札として期待されている。 

 
The environmental harmonized, ceramic honeycomb regenerative burner system is worth of note for innova-
tive technology, due to its effective energy consumption and low in NOx emission in being required concrete 
measures to protect from global warming and new environmental problems. NKK and Nippon Furnace Kogyo 
have jointly developed the technology and succeeded in its practical use. In NKK, this technology have been 
already applied to the eleven furnaces and have achieved over 30% energy conservation and over 50% NOx 
reductions, etc. This system promises worldwide to provide an effective countermeasure to the global green-
house effect and the acid rain. 
 
 
 
1. はじめに 
 1973 年の第一次オイルショックの 15 年後，1988 年に地

球温暖化問題への取り組みの必要性を提唱して初めて公式

開催されたトロント会議からさらに 15 年を迎えようとして

いる。この間，1992 年の世界環境技術開発会議で採択され，

1994 年 3 月に発効した気候変動枠組条約の締結に続き，

1997 年の COP3（第 3 回締結国会議，京都会議）において

採択され，先進各国の 1990 年比 2010 年での CO2削減に関

する具体的目標が定められた京都議定書も 2002 年米国を除

く先進各国が締結しつつある。オイルショックに始まるこの

30 年は省エネルギー対策，そして次の温暖化（CO2）対策へ

のステップアップを図った時期で，今後更に本格化しようと

している。 
 当社はこの間，京浜・福山両製鉄所での製鉄所単位の全員

参加の省エネルギー活動をベースに，研究開発部門も合わせ

た全社的取り組みを行い，両製鉄所とも今日まで 30%以上の

省エネルギー（SAVE 量）を達成している。この対策内容は

製鉄プロセスの各個別設備の操業保全やエネルギー管理の

強化（具体的には加熱炉の空燃比調整などの燃焼管理，ヒー

トパターンなどの加熱方法の管理や，設備故障低減による能

率向上など）を始め，予測計画，実行，実績管理システムや

エネルギー設備の遠隔制御コントロールシステムを装備し

たエネルギーセンターや電力，燃料，蒸気ラインをリンクさ

せた排熱回収システムの設置，そしてホットコークスからの

熱回収（1 基で最大 35MW の熱併産発電回収），高炉炉頂

ガス圧エネルギーの発電回収（1 基で最大 24MW の発電回

収），焼結工場およびクーラーの排熱回収（中圧，低圧蒸気

回収）および転炉排熱の潜熱回収化（100m3/t 以上のガス回

収化）と顕熱回収などの大型排エネルギー回収および連続鋳

造，連続焼鈍に代表されるプロセスの省略や連続化による省

エネルギーなどで，1980 年後半にはほぼやりつくした感が

あった。 
 一方，環境問題においては 1970 年より大気汚染防止法，

水質汚濁防止法に沿った対策も一段落した後，新たに温暖化

（CO2）対策とともに都市内移動発生源などからの NOx 発

生の増加，最近では SPM 問題，そして廃棄物，ダイオキシ

ン，環境ホルモンなどの諸問題，そして同時に 1 つの対策が

次の新たな対策の必要性を生ずることへの戒めとして LCA
（ライフサイクルアナリシス）評価分析法も取り入れられて

きた。このような環境下での更なる省エネルギー対策，温暖

化（CO2）対策への取り組みには環境問題も視野に入れた複
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合思考による新しいテーマ発掘とシーズ技術開発が不可欠

であった。そこで新たな省エネルギーの取り組みに当っては

視点を変えて注力点をエネルギーの量から質的な効率改善

へとシフトし，使用エネルギーレベルに応じた質（カロリー

または温度など）を持つエネルギー供給方法や，エネルギー

の質を落とさない熱回収方法などの対策や環境問題も意識

した独自の技術開発の取り組みを行ってきた。 
 日本ファーネス工業㈱（以下，NFK と略記する）と共同

開発した環境調和型蓄熱式バーナ加熱システム技術は，限界

熱回収と低 NOx 化というこれまでの取り組みでは二律背反

のエネルギーと環境の問題を同時に解決するテーマに取り

組み，成功したものである 1)。本稿ではこの環境調和型蓄熱

式バーナ加熱システム技術の開発，実用化とその実績，そし

て将来展望について紹介する。なお，本技術は国の省エネル

ギー強化を受けてスタートした国家プロジェクト高性能工

業炉などの技術開発プロジェクト（1993 年～2000 年）にお

いての基盤技術として採用され日本発の技術開発成果のベ

ース技術として認められている。 
 

2. 環境調和型蓄熱式バーナ加熱システム技術の

特徴 
2.1 加熱炉分野のイノベーション技術

2),3) 
 加熱炉の改善は品質改善と省エネルギーの両面から取り

組まれてきた。品質改善面では，搬送方法を Pusher から

Walking beam に変更するとともに，加熱制御モデルを導入

して表面疵とスキッドマークの改善，均熱性の確保を実現し

た。省エネルギー面では，輻射式熱交換器から対流型熱交換

器への変更，炉体断熱・シール強化，炉壁セラミックファイ

バ化などハード改善，および炉圧制御最適化，空気比最適化，

過加熱防止など操業改善により燃料原単位を下げてきた。こ

れらの技術は，確立した技術としてほとんどの加熱炉に採用

済みであり，更なる改善は困難とされていた。 
 環境調和型蓄熱式バーナ加熱システムは，大型連続式加熱

炉の更なる省エネルギーと排ガス NOx 濃度の大幅削減を世

界で初めて両立した革新的技術である。蓄熱式バーナを用い

た加熱炉の熱回収方法は，Fig.1 に示すようにバーナ個々の

蓄熱体で排ガスと燃焼空気との熱交換がなされる。 
 耐熱性の高いセラミックハニカム蓄熱体を用い炉温に近

い温度の予熱空気を得れば従来の熱交換方式に比べ極めて

効率的に熱回収できる。 
 一方，従来の燃焼器では予熱空気温度が 1200K を超える

と，燃焼排ガス中の窒素酸化物濃度が激増し，排出濃度基準

制約から実用に供しないと考えられていた。環境調和型蓄熱

式バーナ加熱システムでは，1500K 以上の高温の予熱空気と

燃料とを炉内で希釈しつつ緩慢に反応させる高温希釈燃焼

技術の開発により排ガス NOx 濃度を大幅に削減できること

を世界で初めて実証したものである。 
 この技術は，後に国家プロジェクト「高性能工業炉の開発」

で詳細に評価され，燃焼学に「高温空気燃焼」という新分野

を拓いた。このように，すでに飽和状態にあると思われてい

た工業加熱炉技術に，「分散熱回収技術」と「高温空気燃焼

技術」を導入することで，省エネルギー30%，NOx 低減 50%
を実現した加熱炉分野のイノベーション技術「環境調和型蓄

熱式バーナ加熱システム」が完成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.1 Regenerative burner system 

 
2.2 限界熱回収（蓄熱体の最適化）

4),5) 
 蓄熱式バーナの開発では，蓄熱体の熱回収能力最大化とコ

ンパクト化という，相反する課題があった。それを解決した

のがハニカム蓄熱体である。ハニカム蓄熱体はボールなど他

の蓄熱体に比べ幾何学的に比表面積が大きく熱交換器とし

て最適である。また，蓄熱体の圧力損失および予熱空気温度

の比較でもハニカム蓄熱体が優れている。バーナ燃焼容量と

ハニカム蓄熱体必要重量との関係はエネルギーバランスに

基づいて計算できる。たとえば福山製鉄所熱延工場の連続式

スラブ加熱炉に設置したバーナについて蓄熱体重量の計算

値（実線）と実績値を示すと Fig.2 が得られる。 
 文献に示されたボール蓄熱体重量に比べ極めて軽量であ

る。バーナ本体もコンパクトな設計が可能である。このよう

にして設計されたハニカム蓄熱体を用いた蓄熱式バーナで

得られる予熱空気温度は最高 1570K（炉温マイナス 50K）

と高温である。ボール蓄熱体を用いた場合の予熱空気温度は

実験結果から炉温マイナス 150K 程度と推定される。 
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 一方，従来の金属管式熱交換器では予熱空気温度が 900K
程度である。蓄熱式バーナによる排ガス顕熱回収率は（燃料

種により異なるが）70～90%であり，金属管式熱交換器では

40～50%である。排ガス顕熱を回収して予熱空気の温度を高

めることで省エネルギーが実現できるのである。 
2.3 超低 NOx 燃焼（高温空気燃焼の発見） 
 高温の予熱空気を用いた工業用燃焼器の開発では，空気中

の窒素が酸化して発生する NOx（Thermal NOx）の抑制が

重要とされてきた。Thermal NOx の生成についてはゼルド

ビッチらの研究があり，その生成は，温度，酸素濃度，滞留

時間の関数であることが知られている。したがって，低 NOx
燃焼の実現には，(1) 火炎最高温度の抑制，(2) 過剰酸素供

給防止，が必須と考えられる。それを具現化する方法として，

本研究では，NFK が実用化した燃料 2 段燃焼バーナを Fig.3
に示すように高温空気燃焼用に改良して用いることにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Fig.4 に新たに開発したバーナを用い，製鉄所副生ガス燃

焼時の燃焼火炎の温度分布，酸素濃度分布，NOx 濃度分布

を実験炉で測定した例を，(a) 一次燃料比率を 20%とした場

合，(b) 一次燃料比率を 5%とした場合について示す。なお

燃焼負荷は 1.2MW で実用バーナ相当容量である。一次燃料

比率を 20%とした場合は，火炎にヒートスポットが発生し，

かつヒートスポット部分の酸素濃度が高いため，ゼルドビッ

チ反応により Thermal NOx が激増している。 
 一方，一次燃料比率を 5%とした場合は，温度分布にヒー

トスポットがなく，かつ酸素濃度も急速に低下している。こ

の場合の生 NOx 濃度は 80ppm（11%O2換算値 40ppm）以

下と低い。これは，二次燃料と高温の空気が炉内燃焼排ガス

で希釈されながら拡散燃焼したと考えられる。このように，

高温の予熱空気を用いた燃焼でThermal NOxの発生を抑制

するには，燃料と燃焼空気との適切な拡散混合制御をすれば

良く，燃料・空気ノズル位置，噴出速度，一次・二次燃料比

率など，バーナの最適設計が必要である。 
 その後行われた国家プロジェクト「高性能工業炉の開発」

において，本技術がその中核技術として採用され，大学を始

め多くの研究者により検証された。特に引用 Fig.5 に示す長

谷川らの小型実験結果がその本質を示すデータとして引用

されるようになった。この図により，高温の予熱空気を用い

低酸素濃度で燃焼すれば低 NOx 燃焼が実現することが学会

にも認められ，新しい燃焼の名称も「高温空気燃焼」が使用

されるようになったが，その本質は Fig.4 に示した結果に他

ならない。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5 Combustion map by Hasegawa et al6)
 

 

2.4 多種燃料への対応 
 製鉄所副生ガスや天然ガス燃焼での「高温空気燃焼」は確

立した技術である。本技術は油燃焼にも容易に適用できる。

Fig.6，Fig.7 は，燃料種を変えて燃焼実験を行い燃焼火炎か

らの熱輻射分布，排ガス NOx などを比較したものである。

燃料種によらず低 NOx 燃焼を実現している。熱輻射分布に

ついては差があり，輝炎を形成する油燃焼の方が熱輻射が大

きく加熱効率が高くなる。A 重油焼においても，切り替え時

の燃料ノズルパージを適切に行うことで，煤を発生させるこ

となく高温空気燃焼を実現できた。 
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Fig.6 Comparison of heat flux for various fuels 
 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.7 Comparison of NOx emission for various fuels 
 

3. 鉄鋼プロセスへの適用 
3.1 鉄鋼プロセスへの蓄熱式バーナ適用の歴史 
 鉄鋼プロセスへの蓄熱式バーナの適用は，省エネルギー技

術として 1980 年代のヨーロッパで行われたのが最初であろ

う。その後，蓄熱体にボールやナゲットを用いる蓄熱式バー

ナ技術が日本にも導入され，1994 年には水島製鉄所の連続

式鋼片加熱炉に部分適用され省エネルギー効果が得られて

いる。しかし，NOx，蓄熱体容積など，課題があった。 
3.2 大型連続炉への全面適用 
 環境調和型蓄熱式バーナを鉄鋼プロセスの大型連続式鋼

片加熱炉に全面適用し，低 NOx 燃焼と省エネルギーを世界

で初めて両立したのが当社福山製鉄所第１熱延で 1996 年に

稼動した No.3 加熱炉である。ここでは，更新前炉に対し省

エネルギー25%，NOx 削減 80%という画期的成果が得られ

た。さらに 2001 年稼動の No.2 加熱炉でも同様の成果が得

られ，技術が確立した。 
 各加熱炉の燃料原単位差を Fig.8 に示すが，No.3 加熱炉の

燃料原単位は稼動以来継続して No.4，No.5（予熱空気温度

900K，従来型更新炉）加熱炉より低い値で経過している。

その差は稼動当初から約 80MJ/t 前後を推移している。この

燃料原単位変動原因は，生産条件の変化のほか，蓄熱体の劣

化や切り替え弁漏洩増加による熱回収低下も含まれており，

それぞれ対策を講じ設計の標準化を図った。一方，2001 年 1
月に稼動した No.2 加熱炉の燃料原単位は標準設計値通りで，

No.4，No.5 加熱炉より約 80MJ/t 以上の低い値で推移して

いる。このように炉本体はもちろんのこと蓄熱体や切り替え

弁を適切に設計・管理すれば当初計画通りの熱回収率が得ら

れる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，NOx 発生量についても，排ガス中 NOx 濃度低減と

燃費改善による排ガス量低減の相乗効果により約 80%の大

幅な削減を実現している。さらに，二次的効果として，スキ

ッドマークが 30%以上も軽減された。これにより，今回開発

した環境調和型蓄熱式バーナ加熱システム（Fig.9）が，省エ

ネルギー・環境保全に極めて実効性の高い技術であることを

立証できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3 大型連続炉への部分適用 
 既存の大型連続式鋼片加熱炉に蓄熱式バーナを部分導入

することも容易である。導入方法はその目的により異なる。 
3.3.1 蓄熱式バーナ増設で加熱能力アップを狙う場合 
 当社京浜製鉄所厚板工場では連続式加熱炉の加熱能力ア

ップによる加熱炉集約を狙い，加熱炉装入側に蓄熱式バーナ

を増設する改造を実施した。この改造では，従来バーナは変

更しないのでレキュペレーターが流用できる。制御系につい

ても増設部分のみ追加すれば良い。これにより従来の 2 基操

業から 1 基操業が可能になり，結果として加熱炉燃料原単位

が 13%改善した。さらに，加熱能力アップを実現しながら

NOx発生濃度を規制値以下に維持することに成功している。

今後は環境規制がより厳しくなるため，加熱炉改造には「環

境調和型蓄熱式バーナ」の採用が必須になると思われる。 

Fig.8 Comparison of unit energy consumption between 
conventional (No.4, No.5) furnaces and regen-
erative (No.2, No.3) furnaces 
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 Fig.9 Slab reheating furnace with Eco-friendly 
Regenerative burner Heating System 
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3.3.2 従来型バーナを蓄熱式バーナに交換して 
省エネルギーを狙う場合 

 当社福山製鉄所厚板工場では連続式加熱炉の省エネルギ

ーを狙い，加熱炉燃料の約 50%を消費する加熱帯の従来型バ

ーナを蓄熱式バーナに交換する改造を実施した。この改造で

は，従来型バーナを撤去し，同じ場所に蓄熱式バーナを組み

込む改造であったが，ハニカム蓄熱体を内蔵する蓄熱式バー

ナはコンパクトであるため，バーナピッチを変更することな

く組み込みができた。なお，この改造では，加熱帯の従来バ

ーナを撤去したためレキュペレーター能力を縮小改造する

必要があった。制御系については，既設制御系を流用し，蓄

熱式バーナ切り替え制御のみを追加した。これにより加熱炉

燃料原単位が 9%改善された。さらに，「環境調和型蓄熱式

バーナ」の採用により，NOx 発生濃度を 40%以上低減する

ことができた。 
 
3.4 まとめ 
 環境調和型蓄熱式バーナは，必要加熱容量に応じてバーナ

数を増減すれば，あらゆる加熱設備に対応できる。 
 当社では，これまでに 11 の加熱設備に「環境調和型蓄熱

式バーナ加熱システム」を適用した。それらによる省エネル

ギー効果，NOx 削減効果をまとめて Table 1 に示す。省エネ

ルギー率は平均 32%で，省エネルギー量は 1212 TJ/y にも達

する。また，NOx 発生量も平均 54%の大幅削減を実現した。 
 このような成果が評価され，「環境調和型蓄熱式バーナ加

熱システム」は 1998 年度，1999 年度の 2 年連続で「省エネ

ルギー優秀事例通商産業大臣賞」，1999 年度「大河内記念

賞」，2000 年度「全国発明表彰」を受賞した。 
 
4. 今後の展望 
4.1 工業炉への効果と他分野への応用 
 1992 年の販売開始以来，環境調和型蓄熱バーナは NFK よ

り主として工業炉分野に拡販され，現在まで 263 件 1532 ペ

ア販売されている。その客先は鉄鋼分野が約 50%，自動車製 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

造，非鉄分野が 40%，セラミックス，その他が 10%となっ

ている。またすでに紹介したように 1993 年から 2000 年に

かけて取り組まれたナショプロ高性能工業炉などの技術開

発プロジェクトにて環境調和型蓄熱バーナシステムを用い

た高温空気燃焼技術による各工業炉への高性能化の追求と

その現象解明および加熱炉，熱処理炉，溶解炉における最適

設計が取り組まれ，省エネルギー（30%），大幅な低 NOx
化，低騒音化およびコンパクト化（20%）の可能性が理論的

にも解明された。引き続き実操業炉での実証試験を種々の工

業炉形式にて普及拡大の意味も兼ねて行う FT 事業（フィー

ルドテスト事業）が企画され，1998 年～2000 年の 3 年間で

167 基の試験を開始している（おのおの 4 年間試験を継続し

テストデータを積み上げつつある）。なおこれら 167 基の提

案時予測効果は石油換算で 16 万 kl/y の削減が見込まれてい

る。 
 このように卓越した技術を他の燃焼機器へも活用すべき

との意見が高まり，1999 年から 5 年計画でナショプロ高温

空気燃焼制御技術開発プロジェクト（HICOT）がスタート

している。研究開発対象としては(1) 微粉炭ボイラ，(2) 廃
棄物燃焼炉，(3) 高温化学反応炉が選ばれた。これらに高温

空気燃焼技術をそのまま適用することはできないため，応用

するに当っての固有の問題点の解決に取り組んでいる。この

中で当社は(2) の廃棄物燃焼炉の適用に取り組み，2002 年 3
月には高温空気を最適に添加することで，従来空気比 1.7 レ

ベルから 1.2～1.3 レベルに下げた低空気燃焼と排ガス無害

化が同時に達成され，省エネルギー30%以上，NOx 低減 30%
以上を達成している 7)。 

 高温空気燃焼の活用はこれらに留まらない。すなわち高温

空気を高温流体に，燃焼を反応に置き換えて，さらなる活用

フィールドを広げる試験も行われている 8)。この反応器に高

温流体を供給するハニカム蓄熱体を利用した高温流体発生

装置では，熱効率 87%，速度 100m/s で温度 1579K の高温

流体が得られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Table 1 List of regenerative burner applications in NKK

Fuel cut 
Name Year Application Burner 

units ▲% ▲TJ/y 
NOx cut 

▲% 

Fukuyama 1HOT No.3 Continuous Slab Reheating Furnace 

Keihin Electric Furnace Ladle Heater 

Keihin Seamless Pipe Continuous Reheating Furnace 

Fukuyama Plate Mill No.1 Batch-type Reheating Furnace 

Fukuyama No.3 CAL-RT 

Keihin Plate Mill No.1 Continuous Slab Reheating Furnace 

Fukuyama 1HOT No.2 Continuous Slab Reheating Furnace 

Fukuyama Plate Mill No.3 Batch-type Reheating Furnace 

Keihin Ingot Soaking Furnace 

Fukuyama Plate Mill No.1 Continuous Slab Reheating Furnace 

Fukuyama Plate Mill No.2 Continuous Slab Reheating Furnace 

1996 

1996 

1997 

1998 

1999 

1999 

2000 

2000 

2000 

2001 

2001 

Full 

Full 

Full 

Full 

Full 

Partial 

Full 

Partial 

Full 

Partial 

Partial 

76 

2 

60 

12 

176 

16 

76 

6 

4 

30 

30 

25 

56 

49 

40 

32 

13 

25 

37 

23 

9 

9 

294 

29 

56 

111 

21 

212 

294 

51 

14 

65 

6 

80 

- 

52 

60 

35 

31 

80 

53 

62 

44 

44 
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4.2 国内対策から海外展開へ 
 2001 年に行われた COP7 マラケシュ会議にて批准に向け

た条件が整ったことから（森林などによる吸収源による対策

3.9%，京都メカニズムの適用など）2002 年にかけて我が国

は省エネルギー法の見直しとともに地球温暖化大綱を見直

し，閣議決定した。この中には COP3 で公約した 1990 年比

2010 年 CO2 6%削減の対策概要が紹介されている。この中で

高性能工業炉対策は省エネルギーとして石油換算 40 万 kl/y
の効果を期待されており，先の FT 事業の効果例を考慮する

と FT 事業での対策基数の約 2.5 倍の約 400 基以上の対策が

必要となる。それでも日本における工業炉調査結果の数値の

約 50%を実質的な対象（約 2 万基）と考えて，上記基数に従

来実績を加味しても普及率は 5%以下である。それゆえ 2010
年までの温暖化（CO2）対策にかかる省エネルギー目標（石

油換算 4700 万 kl/y）への必要技術として，またそれ以降の

温暖化（CO2）対策に向けて当技術の普及拡大が他分野への

適用拡大も含め大いに期待される。 
 環境調和型セラミックハニカム蓄熱バーナ加熱システム

に対する期待は，高い熱回収率による省エネルギー性に加え

て，極限低 NOx を追求した高温空気燃焼技術にあり，国内

のみならず海外，特に環境問題に関心の高い欧州において注

目されている。すなわち CO2などの吸収源である森林保護，

湖沼の酸性化対策の観点から酸性雨対策として極限低 NOx
化への追求ニーズが高まっており，NFK 製のセラミックハ

ニカム蓄熱式バーナの性能確認試験が昨年より今年にかけ

てフランス，スウェーデン，オランダにて取り組まれている。

1～2 年後にはその評価がまとめられるであろう。さらには

近隣諸国や発展途上国すなわち近隣アジアの韓国，中国，台

湾，インドネシア，タイ，マレーシアなどの国々の他，南米

ブラジルや東欧諸国などの関心も高く，今後の地球規模での

温暖化（CO2）対策，酸性雨対策技術としての適用拡大そし

て廃棄物燃焼，反応など他への応用展開が期待される。 
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